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エグゼクティブ・サマリー
2015年10月5日、経済協力開発機構（OECD）は、税源浸食と利益移転（BEPS: 
Base Erosion and Profit Shifting）に関する行動計画に基づく最終レポートを公表 
しました。

行動8-10「移転価格の側面」に関するレポート（最終レポート）は、OECD移転価格
ガイドライン第1章セクションDの改正、コモディティ取引に関する指針、無形資産
に関するOECD移転価格ガイドライン第6章の改正、低付加価値グループ内役務
提供（low value-adding intra-group services）に関するOECD移転価格ガイドラ
イン第7章の改正、費用分担契約に関するOECD移転価格ガイドライン第8章の改
正、及び取引単位利益分割法に関する指針に関連するものです。

本アラートは、グループ内役務提供に関するOECD移転価格ガイドライン第7章の
改正について説明しています。主な改正点は、低付加価値グループ内役務提供に
係る簡易移転価格アプローチの選択に関する追加的な指針を含むセクションDの
新設です。さらに、第7章の他のパラグラフにおける改正及び明確化にも触れてい
ます1。

OECDは、この指針が、低付加価値役務及び本社経費に係る適切な請求額と支払
国側の課税ベースを守る必要性とのバランスをうまく保つことを目的とするもの
であると述べています。

http://www.ey.com/GL/en/Services/Tax/International-Tax/Tax-alert-library%23date
http://www.ey.com/GL/en/Services/Tax/International-Tax/Tax-alert-library%23date
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新たな指針の主な項目は、以下のとおりです。

• 多国籍企業（MNE）の中核事業の一部ではなく、価値ある
無形資産を必要とせず又は創出せず、かつ重要なリスクを
伴わないという、補助的な性質を持つ低付加価値グループ
内役務提供の標準的な定義

• 当該定義に一般に該当する役務の一覧。列挙された役務
内容は、主にバックオフィスサービス

• 低付加価値役務提供に係る独立企業間チャージを決定す
るための簡易アプローチを選択する場合の指針

• 低付加価値役務提供に関するコスト決定のプロセス

• 一般的な配賦キーの使用可能性

• 簡易便益テスト

• 標準的な5%のマークアップ

• MNEが簡易アプローチを適用する際に作成すべき文書及
び報告に関する規範的指針

• 簡易アプローチが否認された場合に、税務当局が当該基
準を上回る基準を設定できること。下記のステップ2の一
環として、基準値に関するさらなる検討が行われる予定で
ある

導入は2つのステップで行われる予定となっており、ステップ1と
して、多数の国のグループが2018年までに簡易算定メカニズ
ムの選択を承認することに合意しました。ステップ2では、他の
国々に対して、簡易算定メカニズムの選択が税源を浸食する支
払いにつながらないことを確かめることを目指しています。こ
のステップでは、簡易算定メカニズムが適用されない場合の基
準値及びその他導入上の問題に関するさらなる検討が行われ
る予定です。

最後に、改正指針では、税務当局が低付加価値役務提供の対価
に関する源泉税を制限するよう促しています。

前回のディスカッション・ドラフトは2014年11月に公表された
ものでしたが2、今回の最終的な指針には細かい変更及び明確
化が盛り込まれています。

詳細な議論

背景
OECD移転価格ガイドラインの第7章は、「MNEグループのメン
バーから当該グループの他のメンバーに役務が提供されてい
るか否かを判定する際、及びそのグループ内役務提供に関する
独立企業価格を決定する際に生じる問題」を取り上げ、役務が
提供されているか否か、また当該役務に対するグループ内請求

額の独立企業間価格が、税務上どの程度かについて幅広く検討
しています。

BEPSに関するOECD行動計画の一環として、行動10はOECD
に対し、経営指導料や本社経費等の税源浸食の可能性がある
支払いに関する移転価格ルールを策定するよう指示しました。
この第7章の改正は、行動10に基づくOECDの作業における主
要項目として、低付加価値役務提供に係る簡易アプローチの選
択を設けています。ステップ1として、多数の国々が2018年ま
でに簡易アプローチを承認する予定であり、またこの新たなア
プローチが税源を浸食する支払いにつながらないという安心
感を他の国々に与えるためのさらなる検討が行われる予定で
す。この検討には、簡易アプローチが適用されない場合の基準
値の設計、及び他の国々が懸念する導入上の問題が含まれる
予定です。

新たな指針の主要ポイントと現行の指針からの 
変更点
低付加価値グループ内役務提供の標準的な定義

簡易アプローチは、低付加価値役務にのみ適用できるため、第
7章改正案で新設されたセクションDは、当該グループ内役務を
「MNEグループの1つ又は複数のメンバーによって、1つ以上
の他のグループメンバーのために実施される役務であり、以下
に該当するもの」と定義するところから始まっています。

• 補助的な性質であること

• MNEグループの中核事業の一部でないこと

• ユニークで価値ある無形資産の使用を必要とせず、その創
出につながらないこと

• 相当な、又は重要なリスクの負担や管理を伴わず、重要なリ
スクを生じさせないこと

指針に含まれる低付加価値役務の例は、一般的なバックオフィ 
ス活動にフォーカスされたものであり、これには人事、経理、 
売掛金及び買掛金の処理、（主たる活動の一部でない）ITサー
ビス、安全性データの監視及び編集、内部及び外部のコミュニ
ケーション、税務及び法務サービス、並びに一般管理サービス
が含まれます。

同様に、これに該当しない役務の例として、MNEの中核事業、又
は研究開発（R&D）、製造、販売及びマーケティング、天然資源
の採取、探査及び加工、保険及び再保険、金融取引等の重要な
無形資産もしくはリスクを伴う活動が挙げられています。また、
企業のマネジメント層による役務、並びに生産プロセスで用い
られる原材料及びその他の材料に関する購買及び調達も除外
されています。最後の例外事項は、2014年11月に公表された
ディスカッション・ドラフト2から追加されたものです。
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ある活動がMNEにとってどのように低付加価値役務提供と 
位置付けられるか、また中核事業と位置付けられるかを明確に
示す例が挙げられています。この例では、信用リスク分析の実
施は、靴の販売業者にとっては低付加価値活動とされる一方、
投資銀行グループにとっては金融デリバティブのカウンター 
パーティーに関する信用リスク分析が中核事業であるとされて
います。

低付加価値グループ内役務提供の対価に係る 
簡易算定メカニズム

低付加価値グループ内役務提供に係る、独立企業間の請求額
を算定するための簡易アプローチは、納税者がそれを適用する
か否か選択できますが、適用する場合、実務的な範囲でグルー
プ全体又は地域もしくは部門のサブグループのいずれかで一
貫して適用する必要があります。簡易アプローチを適用してい
ない国において、結果としてMNEグループが当該国における国
内要件を遵守している場合、この遵守によって当該MNEグルー
プが他の国々に簡易アプローチを適用する資格を失うことはあ
りません。

このアプローチは、以下のステップで構成されています。

• 便益テストの適用

役務は便益を提供していなければなりませんが、簡易アプ
ローチの主な利点は、MNEグループが文書化及び報告に関
する簡易アプローチの指針に従っている限り、便益テストが
充足されているという十分な証拠になるということです。し
たがって納税者は、費用の請求が生じることになった個々の
活動を特定する必要はなく、支援が提供されたことを証明
するだけでよいことになります。役務の種類を説明する各年
ごとの請求書が1件あればその請求額を裏付けるのに十分
となり、個々の活動に係る文書又はその他の証拠は要求さ
れません

• コストプールの決定

ステップ1: 各年ベースで、それぞれの低付加価値役務提供
について、それらの役務提供を行っているグループのメン
バーが支出した費用を集計したコストプールを計算します。
コストプールには直接費及び間接費、並びに経費が含まれ
ます

• パススルー費用にはマークアップが適用されないため、
コストプールではそれらの費用を個別に特定しなければ
なりません

• コストプールには、その活動を実施している企業にのみ
便益を与える株主活動等の社内活動に関する費用を含
めることはできません

ステップ2: 他のグループ会社のためにのみ実施された役務
に関する費用を特定し、コストプールから除外します。ここで
特定された費用は、基本的に当該役務の受益者に直接配賦
されるべき別のコストプールとして取り扱われます

• 複数のグループメンバーに便益をもたらす低付加価値役務
の費用の配賦:

• 役務に関する一般的な指針と同様、配賦キーは予想され
る便益の水準を反映していなければなりません

• 配賦キーは、ある種類の役務全体にわたり一貫して適用
されなければなりません

• パススルー費用を除いたコストプールの全費用に対する
5%のマークアップを適用

簡易アプローチの適用要件を満たすために納税者が 
作成・提出すべき文書

簡易アプローチの適用を選択するMNEグループは、以下の情
報と文書を作成し、税務当局の求めに応じて提供できるように
する必要があります。

• 提供された低付加価値グループ内役務の種類、当該役務の
（予想）便益及び当該役務が低付加価値役務に該当するこ
とを裏付ける理由、MNEのビジネスに照らした役務提供の
根拠、選択された配賦キーの説明と当該配賦キーに基づく
結果が享受した便益を合理的に反映していることを示す理
由、適用した利益マークアップについての説明

• 役務提供に関する書面による契約又は合意、並びにこれら
の契約及び合意内容の修正

• コストプールの算定と指定された配賦キーの適用を示す文
書及び計算書類。これには、ある特定のグループメンバーに
のみ提供される役務費用を含む、すべての種類及び関連費
用の詳細な一覧が含まれていなければならない

• 指定された配賦キーの適用を示す計算書類

2014年11月に公表されたディスカッション・ドラフトと比べる
と、最終的な指針には、「ただし、役務提供者側において当該費
用が発生したことを確認するために、信頼性の高い文書が税務
当局に提供されなければならない」ということが具体的言及さ
れています。

源泉税

2014年11月のディスカッション・ドラフトからのもう1つの追加
事項は、税務当局が低付加価値役務提供の対価に関する源泉
税を制限するよう促す指針の追加です。このセクションの適用
は、一般に国内法及び潜在的な租税条約の条項に依存すると
思われるものの、このコメントには重要なメッセ―ジが含まれて
います。
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株主活動の意味と重複費用の明確化

低付加価値役務提供に関する指針に加えて、新たな指針には
役務の一般セクションに関する変更も含まれています。新たな
指針では、株主活動に係る費用の追加例として、新たに親会社
の証券取引所上場に関する費用、親会社のため又は連結財務
諸表に関連して実施される財務報告・監査の費用、コミュニケー
ション戦略等のIR活動に関連する費用、親会社の税法遵守に関
する費用、及びコーポレート・ガバナンスに関する費用等が示さ
れています。

重複活動は通常、グループ内役務には該当せず、今回の改定指
針は、重複活動の可能性がある場合は、役務の性質を詳細に分
析する必要があることを明確にしています。一例として、ある企
業が社内でマーケティング役務を実施しており、グループ企業
からもマーケティング役務の対価を請求されていること自体
は、重複活動を決定付けるものではありません。これは、マーケ
ティングが、様々なレベルをカバーする幅広い活動を意味して
いるためです。

おわりに
改正後のOECD移転価格ガイドライン第7章には、低付加価値
グループ内役務提供を対象とする簡易移転価格アプローチの
選択に関する重要な指針が含まれています。この簡易アプロー
チと、EU共同移転価格フォーラムによって公表された低付加価
値グループ内役務提供に関するレポートや特定国における現
行規則との間には、類似点もあれば相違点もあります。

グローバル企業は、この指針により、自社のグループ内役務提
供の取決めがどのような影響を受けるかを評価する必要があり
ます。新たな指針は、当該役務提供に関する実務管理負担を軽
減する機会を提供する可能性があります。

巻末注
1. この章の中でセクションDは、すべてのBEPS関連国（Associate Country）によって承認されたBEPS行動計画8-10に則した移転価格の結果
の一部とされています。

2. 2014年12月22日付のEYグローバル・タックス・アラート「OECD、低付加価値グループ内役務提供に関するディスカッション・ドラフトを公表」
を参照。
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